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はじめに

（一社）ランドスケープコンサルタンツ協会（ＣＬＡ）は、昨年創立50周年を迎えま
す。この間、社会の大きな変動とともに協会も様変わりをしております。とりわけ
この10年は公共事業の縮減、業務・技術の多様化、造園への多業種の参入な
ど、協会を取り巻く環境は厳しいものがあります。

しかしながら、それを示すデータは未整備で不十分なため、具体にアピールで
きるものがありません。（過去には整備されていました）

そこで、昨年度よりあらためて会員企業の実態を調査し、それをＣＬＡ白書として
取りまとめることといたしました。

すでに、名簿作成のため、e-PLAでのデータ入力を会員各社にお願いしており
ますが、これは大枠のデータでしかありませんの。このため、これを補完する意味
も含めて、企業実態調査を行いました。（巻末に調査票を添付）

しかしながら、回収率は前年同様、約半分で、必ずしも協会すべての実態を示
すことにはなりませんが、概ねの傾向はとらえられていると思います。

今回は２年目であり、まだまだ十分なものとは言えませんが、今後これを積み
重ねていくことで、協会の姿を明らかにし、発注者へのアピールとともに、将来へ
向けた協会の施策の参考としたいと考えております。

会長 枝吉茂種
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１．CLAを取り巻く環境

1.1 公共事業関係費の推移
・ わが国の公共事業関係の推移を見ると、平成10年度をピークに縮小が続き、当初予算ベースでみると、平

成10年の9.0兆から5.4兆に減少しています。

・ ただし、ここ数年は景気浮揚策として補正予算がついており、公共事業への重点配分も行われ、それらを
含めてみると、やや横ばい傾向へ移っているようです。

・ 全体では、東日本大震災や笹子トンネル事故などの教訓から、防災・減災、あるいは維持管理の重要性が
認識され、国土強靭化基本計画やインフラ長寿命化計画の策定が行われるようになっています。

・ その他、品確法の改定、技術者単価の見直しなど、公共事業を取り巻く環境も変わりつつあります。

・ とりわけ震災の影響は大きく、国土強靭化に関連する予算も見込まれるため、少なくともあと数年は公共事
業費もある程度は確保されるものと思われます。

・ しかしながら、その後は再び減少傾向は引き続くものと予想されますが、整備から保全といった事業内容の
変化、新たな公共事業の創出といった取り組みが期待されます。
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1.2 公園緑地関係費

（１）公園緑地関係予算

・ 国の公園緑地関係予算.は事業費、国費ともに減少
していますが、これ以外に交付金関係の予算に含ま
れるものがあります。

・ 平成22年度から従来の個別補助金が原則廃止さ
れ、

一部を除き補助事業は「社会資本整備総合交付金」
に移行しています。その部分についての具体の数値
は把握しきれないものとなっています。

・ 平成26年度の予算は事業費318億、そのうち国費
282億円となっているが、この他に社会資本整備総
合交付金、防災・安全交付金に含まれているものが
あります。

・ 平成27年度の国の施策としては、「個性あふれる地
域の活性化の推進」、「みどりによる都市の防災・減
災対策」「都市公園の老朽化対策の推進」、等があ
げられています。

・ そのほか、都市における緑の役割として、地球環境
問題への対応、すなわち「地球温暖化対策」、「ヒー
トアイランド対策」、「生物多様性の確保」などの事業
の推進、があります。

・ さらに、緑地の保全及び緑化の推進、景観・歴史ま
ちづくりに関する事業の推進

・ 以上のように、公園緑地関係事業は都市公園のみ
ならずまちづくり、良好な環境・景観の保全・創出な
ど幅広く展開していきます。
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H27年度都市公園緑地関係予算 単位：百万円

区分 事業費 国費

国営公園 25,191 25,191 

国営公園等事業調査費 150 150 

国営公園等事業調査諸費 33 33 

都市公園防災事業費補助 7,006 2,838 

合計 32,381 28,213 



（２）都市公園事業

・ 都市公園の整備は高度経済成長期に急速に進み、
その後も着実に整備され続け、平成7年をピークに
事業費は減少していますが、面積は約12万ha、一
人当たりの公園面積は10.1㎡に達しました。（下図）

・ 国営公園事業費（予算）についてみると、全体として
は減少傾向にありますが、維持管理費は増大してお
り、昨年度に整備を上回る額となりました。一方、整
備費は大きく減少しています。（右図）

・ この、維持管理費が整備費を上回る傾向は、地方
公共団体においても同様であり、これからは、維持
保全、リニューアル、マネジメントといったニーズがさ
らに高まっていくものと予想されます。

注）平成24年及び25年には、整備費に工事諸費を含めていますが、大き
くは変わりません。
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２．CLAの現状と分析
2.1 会員数と企業規模

(1)会員数
・ 会員数は正会員、準会員、賛助会員いずれも減少

しており、したがって合計でもここ10年で、3割弱が
減少しています。

・ 賛助会員を除く、正会員及び準会員だけでも平成16
年の134社から平成26年の7７社となっており、これ
も約半減していますが、最大時の168社からは半分
以下の46％にもなっています。

(2)企業規模
・ 資本金をもとに企業規模を見ると、５000万円未満が

61％、１億円未満で76％、１億円以上で24％（１０億
円以上を含む）となっていますが、これはほとんどが
総合コンサルタントの会員となっています。

・ したがって、造園プロパーの会員だけを見るとほとん
どが５千万円未満で、その半数は２千万円未満と
なっています。

・ 技術者数でみると、正会員では、10人未満の会社
が57％、20人未満が34％となっており、20人以上
は9％となっています。（総合コンサルタントの場合
は造園部門の人数）
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(3) 職員数

① 職員数(技術系）
・ 全会員における技術職員数はここ10年で1950人か

ら813人と半分以下に減少していますが、会員数が
半減していることから当然ともいえます。

・ ただし、一社当たりの人数は、14.6人から10.6人と減
少していることから、会員数が減らなくても全体的に
も減少していると思われます。

・ これは、後述しているが新卒の採用がほとんどされ
ていないことが影響していると考えられます。

② 資格者数（技術系）
・ 平成26年における各種資格を保有している技術者

数は右図のとおりで、技術士の328名をはじめとし、
RLAの165名までとなっています。（重複して保有して
いる場合でも、それぞれの資格でカウントしていま

す。

・ 技術士は328名で、1社当たり約4.3人という人数にな
りますが、あくまで平均でありますので、社員数に応
じ保有者数には幅があります。

・ 比較的新しく創設された公園管理運営士は、41名と
少ないですが、コンサルタント業務との関連が弱いと
いう意識のあらわれと考えられます。

・ ＲＬＡについては165名と1社当たり2.1名となっており
ますが、ここ数年はあまり増加していない状況です。
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③ 年齢構成（技術系）
・ 回答企業（37社）における技術職員の年齢構成をみ

ると、40代、50台が多く、20代、30代の若手が少なく
なっています。

・ 新卒の採用がほとんどない状況が続いているのが
要因と思われますが、このまま推移するとさらに高
齢化することになります。

・ 平均年齢数47.0歳と、企業平均35.6歳に比べるとか
なり高齢化しています。業種別で一番高い製造業の
45.4歳よりも高くなっています。

④ 男女構成（技術系）
・ 同じく回答企業の女性の比率は15.68％で、20代、30

代ではその比率は30％でありますが、年代が高くな
るほど、その比率が小さくなる傾向になっています。

・ 日刊建設通信新聞社が行った建設コンサルタンツ、
地質調査、測量の20社のアンケート調査結果によれ
ば、女性技術者の割合は単純平均で7.8％になって
います。これに比べ、ＣＬＡの女性比率はやや高い
数字ではあります。
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2.2 経営関連

(1)完成額（売上）及び利益率
・ 回答企業（37社）における完成額（売上）は、この3年

間、50億以上で推移しています。これを協会全体に
単純換算すると、約140億の売り上げと想定されま

す。
（正会員及び準会員で77社）

・ ここ3年間の動きでは、完成額（売上）は多少上下を
していますが、件数は増えています。

・ 一社当たりの完成額（売上）では、1.5億円前後となり
ます。また。一人当たりの完成額では1100～1200万
円となっています。

・ 平均完成件数をみると一社当たりの完成件数は40
件前後、一人当たりの件数にするとこの3年では3.4
件で、変化がありません。

・ 利益率に関しては、マイナスからプラスまで回答の
幅がありすぎて、また、その精度が不確かなため、
明快な整理ができませんでしたので、今回は割愛さ
せていただきました。
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(2) 給与

① 平均年収
・ 回答企業（37社）における平均年収は４００万円強と

なっています。

・ ここ３年では若干上昇していますが、新卒入社が少
なく、平均年齢がたかくなっていることによるものと
想定され、実質的にはそれほど高くなっているもの
ではないといえるかもしれません。

・ また、国税庁調べによる民間給与実態調査によれ
ば、平均年収は平成24年で408万円（44.9歳）、平成
25年で413万円（44.9歳）となっており、ＣＬＡの平均
年収もそれよりやや高い数値となってはいますが、Ｃ
ＬＡ平均年齢は46.9歳とやや年齢が高いことも影響
していると思われます。

② 初任給
・ 回答企業（37社）における平均の大卒初任給は20.5

万円を上回る程度で、この３年では、ほぼ横ばいで
推移しています。

・ 一般企業との比較では、多少、高めの傾向にあるよ
うです。
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(3) 採用及び離職状況

① 採用(新卒・中途）
・ 回答企業（37社）における新卒者は１社当たりでは

0.2人で、新規採用はほとんどなく数年に一人を採用
するという状況です。

・ また、中途採用についてみると、採用人数は退職者
と同じぐらいですので、数字上は退職者の補てんと
いったものになっていると考えられます。

② 離職
・ 回答企業（37社）における離職者数は増加傾向に

なっています。

・ 退職理由については、いろいろありますが、官公庁
への転職、他業種への転職といったことが主だった
理由になります。
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2.3 業務関連

(1)受注件数及び金額
・ 回答企業（27社）における受注総額は、42億～49億

程度へと、上昇しています。

・ これを協会全社に換算すると、Ｈ25年は77社であり、
約130億の受注かと推定されます。

・ この4年では、受注件数も受注金額はほんのわずか
ではあるが増加しています。

・ Ｈ22～Ｈ25の受注件数は1130件～1380件へ、受注
金額は33億～47億へと、増加しています。

・ これから1件当たりの受注金額を算出すると300万円
程度になります。１件の金額が少ないといえます。

・ 一社当たりの平均受注額は、1.7億円前後で、わず
かに増えています。

・ また。一人当たりの平均受注額では１5００万円弱程
度になり、これもわずかに増えています。

・ 平均受注件数をみると、１社50件、ひとり４～5件と
なっています。
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(2) 発注者別受注件数及び金額

・ 回答企業28社の発注者別の受注を見ると、件数及
び金額ともに「市町村」が多く、40％近くを占めてお
り、件数では次に「民間」の20％程度となり、「県」が
20％弱程度、そして、「国」と「協会」が10％弱程度と
なっています。

・ 金額では件数と同じく「市町村」が多く、40％近くを
占めていますが、2番目は「国」と「県」がほぼ20％
近くを占めています。その次は「民間」で10％強と
なっています。

・ 過去3金の推移を見ますと、若干の違いはあるもの
の構成比率は概ね同じに推移してきています。

・ 件数と金額の構成比で大きく異なる「民間」は、件数
が多い割には金額が少なく、1件当たりの金額が小
さいと推定されます。「協会」も同様の傾向です。

・ これとは逆に「国」や「県」は、件数の比率の割に、
金額は大きくなっていることから1件当たりの金額
が大きいと推定されます。

・ 件数及び金額の実数を見ると、件数ではＨ23～Ｈ25
で若干減少していますが、金額については逆に、増
加傾向にあります。
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(3) 業務種別受注

・ 回答企業28社の業務種別の受注について見ると、
件数、金額ともにほぼ同様の傾向となっており、「公
園緑地」が約40％を占めています。続いては公園緑
地以外の「その他造園」で、これが25～30％、さらに
「調査」が15～20％となっています。

・ ３ヶ年の推移をみても、ほぼ同様の構成比率になっ
ています。

・ ただ、業務種別の受注金額を見ると全体的に増えて
いますが、「管理」は横ばいとなっています。これは、
「管理」にコンサルタント業務として関われる部分が
少ないことも一因と考えられます。
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(4) 発注方式別受注

・ ここでは、発注方式として、プロポーザル方式による
受注に注目したものです。

・ ＣＬＡとしては、簡易プロポーザル方式の提案をして
おり、技術力による競争への転換を要望しているこ
とから、調査項目として取り上げました。

・ 集計の結果、回答28社におけるプロポーザル方式に
よる受注は件数で100件程度、金額では12億～13億
5千万円となっています。

・ １件当たりに換算すると、約1300万円前後となり、平
均受注金額を大幅に超える金額となっています。す
なわち、プロポーザルは競争入札より、私達にとって
も優位（適正）に働くものです。

・ 受注全体に占めるプロポーザル方式の受注率につ
いて、算出すると、件数では7％程度となっています
が、金額では20％強となっています。

・ これは1件当たりの金額が、平均受注額より高くなっ
ていることを示しますが、データ母数があまり多くな
いので、特異な金額の業務が大きく影響しているこ
とも考えられます。
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2.4 労務関連

(1)労働時間

① 一日の就業時間
・ 一日の就業時間は最大でも8時間で、95％の企業と
なっています。7時間台の企業が54%,で、その他はフ
レックスなどとなっています。

② 一週間の就業時間
・ 労基法でいう最大40時間の企業が約半数で、49％と

なっています。残りの大半はそれ以下となっていま
す。

・ また、一日の就業時間との関係でみると、ほとんど
の会社が週休2日制となっています。

(2) 残業時間
・ 月10０時間を超える残業があると回答した会社は9

社で、24.3％になります。

・ 年間600時間以上の残業が複数人あると回答した企
業も9社で、24.3％となっています。

・ 休日出勤が常態化している企業は16.2％あります。
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＜資料＞企業実態調査票
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